
　もうすぐ東日本大震災から３年になる。地
震の被害を受ける国は世界に沢山あるが被害
後の対応は様々である。日本では、地震被害
の原因を究明し，復興に際しては過去と同様
の被害が起こらないように工夫して復興を行
う。我々は、これを当たり前のように思う
が、他国の地震被害後の復興を見ているとそ
うでもないのである。地震被害を繰り返さな
いように工夫する復興の大義は国民の願いで
あり、そのための負担を厭わない日本という
国はむしろ例外である。
　その日本で、２０１３年３月１１日の地震によっ
て東京電力福島第一原子力発電所が津波の被
害を受け、その被害は甚大であり広い範囲に
大きな影響を与えた。被害を受けた発電所を
廃炉にして敷地を安全な建設前の姿に戻す長
い道のりの他、放射性物質を含んだ排気に
よって汚染された土地建物の除染等過去に経
験のない復興の仕事が始まっている。戦後６０

年近くをかけて進めてきた原子力の平和利用
の象徴である原子力発電推進の国家方針が厳
しい試練に立たされている。
　しかし、この地震台風洪水等、常に厳しい
自然の力に対峙して被害を受けてもそれを克
服して新しい再生を行ってきた我が国の先立
ちの志を忘れてはならない。今回の災害を通
して、世界一安全な原子力発電所を作り最も
安全で効率的な核燃料サイクルを実現し、長
い時間をかけても完全な廃炉を実現する義務
と責任のみならず、勇気を持つべきである
と、過酷な自然は、我々を励ましてくれてい
ると考えることもできる。
　現在、日本はまだまだ成長できるんだとい
う成長戦略に自信を取り戻しつつある時期に
ある。過去の否定より自然の脅威を克服して
いく日本の活力と未来を信じて、世界に類を
見ない安全で効率的な原子力発電の構築に全
力を挙げて取り組みたいものである。
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　前報告から平成２５年１２月末までの外部機関委員会等への参加者は以下の通りである。

開催日時参加者氏名委員会等の名称外部機関名

１１月１９日榎戸　裕二
「低レベル廃棄物の処理処分の
あり方」検討会

日本原子力学会

１１月２１日澁谷　　進
平成２５年度放射性物質汚染廃棄
物の処理に関する講習会

日本産業廃棄物処理振興センター

１１月２２日澁谷　　進平成２５年度第６回研究会原子力デコミッショニング研究会

１２月２日泉田　龍男廃棄確認技術検討委員会原子力安全基盤機構

１２月２０日澁谷　　進平成２５年度第７回研究会原子力デコミッショニング研究会

委員会等参加報告
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第25回　報告と講演の会の開催

総　務　部

　去る１１月２９日（金）に東京都港区赤坂の三会堂ビル石垣記念ホールにおいて、������主催の
第２５回「報告と講演の会」を開催しました。当日は天候にも恵まれ、約１４０名の多数の皆様にご
来場いただき、元内閣官房長官（元文部科学大臣）平野博文氏の特別講演や当センターのこの一
年間の活動報告を行い、当センターの進める事業に対し各界から多くの期待と激励を頂きました。

　初めに主催者を代表して菊池理事長からの
挨拶で、「当センターは平成元年に原子力施
設デコミッショニング研究協会として発足
し、発足２５年となる平成２５年４月に公益財団
に移行し、公益財団法人原子力バックエンド
推進センターとなり、皆様のご理解とご協力
のお陰で創立２５周年を迎えることができまし
た事に感謝申し上げ、今後とも当センターの
事業活動に皆様のご理解を賜りますよう、一
層のご支援、ご協力をお願い申し上げます」
旨の挨拶をしました。

　続いて、来賓としてご出席いただいた文部
科学省大臣官房審議官田中正朗様からご挨拶
を頂戴しました。ご挨拶の中で「原子力施設
の廃止措置とこれらの施設から発生する放射
性廃棄物の処理処分というバックエンド対策
は極めて重要な問題です」と述べられました。

　また、「研究施設等廃棄物については、早急
に処分を推進することが必要となっており、
平成２０年６月に法改正し独立行政法人日本原
子力研究開発機構を処分事業の実施主体とし
て明確に位置づけ、その法改正と同じ年の平
成２０年１２月には、国として処分事業の基本的
な考え方を示す「基本方針」を策定し、その
翌年の平成２１年１１月には、原子力機構が作成
した「実施計画」を認可しました。原子力機
構が処分事業を着実に実施していくために
は、廃棄物の発生事業者や、日本アイソトー
プ協会のような廃棄物の集荷・処理事業者と
協力することが必要であることに加え、研究
施設等廃棄物の処分に関する調査等で実績を
有する������と協力していくことも重要
であり、これまでも様々な連携協力が行なわ
れてきたと承知しております」と述べられ、
最後に、「原子力施設の廃止措置が進んでい
く中で、������がこれまでに蓄積してき
た技術、知見をわが国全体のために活かして
いただくことが、ますます重要になってきて
おり、今後とも、������が積極的にご活動
されることを期待しております」と述べられ
ました。

　引続き特別講演に移り、大変お忙しいにも
かかわらず講演をお引き受けいただいた元内
閣官房長官平野博文様から「「国策」として
の原子力」と題してご講演をいただきました。

�������	
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　ご講演では、放射性廃棄物の処理処分を行
うバックエンド事業が、原子力の課題を象徴
していると述べられました。その上で、特に
高レベル廃棄物の処分について、一刻も早く
前進する必要があるが、最も現実的とされる
地層処分が国民の信頼を得ていない。候補地
の発掘と地元住民の理解へ向け、国が全面に
出る必要がある。また、一方で、再処理後の
地層処分だけではなく、高速炉や加速器を用
いた核変換技術など、今後の研究開発の進展
や原子力政策の変更を見据えた代替処分のオ
プションについても将来世代に残すべきであ
ると力説されました。

　休憩の後、������の事業報告に移り、は
じめに菊池企画部長より、「２５年度事業計画
の進捗状況」と題し、平成２５年度の事業状況
について報告しました。
　引き続いて、武田総務部長から、「公益財団
法人への移行」と題し、平成２５年４月の公益
財団法人への移行の流れ、事業内容等につい
て報告しました。
　続いて、泉田事業計画担当部長から、「廃棄
物処理事業の進捗状況」と題し、これまで実
施してきた廃棄物処理事業の準備概要、廃棄
物処理委託意思の確認結果の状況、ウラン除
染プロセスの検討等、今後の事業計画につい
て報告しました。
　さらに、企画部河西調査役より、「無人高所
掘削機械による法面除染技術」と題し、掘削
機械による道路法面技術の概要等について報
告しました。
　最後に、榎戸東海事務所長から「廃止措置
と国内メディア」と題し、メディアの取材や
報道を通して、当センターが捉えた廃止措置
の課題として国内メディアが抱く関心事につ
いて報告しました。

　閉会にあたり、澁谷専務理事からご来賓及
びご来場の皆様方に謝辞を申し上げるととも
に、������が、より一層事業に取り組んで
いくことを述べ、結びの挨拶といたしました。

�������	
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　平成２５年１２月９日から１０日にかけて、英国
マンチェスター大学教授のアンドレ・ガイム
（��������	
）博士が当センターを訪問され
た。ガイム 氏は、新 素材“グ ラフェン
（��������）”の発見に対して平成２２年にノー
ベル物理学賞を受賞した物理学者であるが、
カエルの磁気浮上に対してイグ・ノーベル賞
も受賞しているというユニークな経歴の持ち
主である。
　グラフェンは、原子１個分という想像しう
る最も薄い物質（０．３��）、質量当たりの表面
積が最大（３，０００�２��）、測定された中でもっ
とも強靭な物質（破壊強度１３０���以上）、伸
長・折り曲げ可能な結晶（ヤング率１，０００���
以上）、完全な物質不透過性（高圧の��気体を
ブロック）、室温での最高の電流密度（��
（１０６����２）の１０００倍以上）等の驚異的な物性
を示す期待の新素材であり、トランジスタ、
透明導電性フィルム、バイオセンサー、高速
光変調器、リチウムイオン電池、折り曲げら

れるタッチパネルなど広範な応用可能性があ
る。
　ガイム氏が当センターを訪問した目的は、
東京電力福島第一原子力発電所の事故、特に
その汚染水漏えいの問題についてグラフェン
を役立てるためで、具体的には、液状のグラ
フェンを漏えい個所に流し込んで結晶成長し
た際の物質不透過性を利用して汚染水の漏え
いを防ぐ、という新規の提案のためであっ
た。わが国の復興に少しでも貢献したいとい
う、この著名な科学者の真摯な姿勢が伺われ
ました。
　今回の訪問の中で、１２月９日には読売新聞
社の取材を受け、自民党本部を訪問した。ま
た、１２月１０日には電気新聞社の取材の中で当
センター菊池三郎理事長と技術研究組合国際
廃炉研究開発機構理事長山名元氏と共に、今
回の提案経緯やグラフェンに関連した技術の
展開構想などについて対談を行い、同日、文
部科学省を表敬訪問した。

アンドレ・ガイム氏（ノーベル物理学賞受賞）RANDECを訪問

総　務　部

�������	
�����������������	
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１．リモナイト

　阿蘇リモナイトは、阿蘇山のカルデラ湖に
堆積した粉末状の物質で、ミネラル成分を含
むことから畜産飼料の添加剤と使用されてい
るとともに脱硫剤や脱臭剤の原料として使用
されているものである。
　阿蘇リモナイトの６９％が酸化鉄であること
から、一定の遮蔽効果が期待できるとして遮
蔽評価試験を実施した。
　表１に今回の試験に使用した阿蘇リモナイ
トの主要成分を示す。なお、嵩密度は
１．２����３であった。

２．遮蔽試験

（１）基礎試験

　外形３０��×３０��のアクリル製箱に阿蘇リ
モナイトを収納して供試体とし、厚さと遮蔽

率の関係を試験した。線源には��－１３７（約
１０���）を使用し、測定器にはエネルギー補
償付の���（��）シンチレーション式サーベ
イメータを使用した。写真１に供試体外観
を、図１に基礎試験の結果を示す。試験の結
果、試験範囲内では供試体の厚みと遮蔽率の
関係は線形で近似でき、厚さ６��では約２０％
であった。

（２）実証試験

　阿蘇リモナイトの使用方法として、直接撒
布する方法、不織布袋等に収納して敷き詰め
る方法、斜面等に吹付けて使用する方法等が
想定された。
　そこで、汚染土壌が収納されているフレコ
ンバックを放射線源として、阿蘇リモナイト

RANDECの事業・活動に関する近況報告

企　画　部　桑名　克己　

��������	
���������

　������では、福島の復興支援活動に関連して、除染廃棄物等を収納する容器の素材や生活
環境の線量率低減化のために開発された遮蔽材等について、遮蔽性能評価を実施してきた。今
般、脱臭効果と遮蔽効果を併せ持った阿蘇リモナイトについて、（株）青幸ホールディングスか
ら依頼され、遮蔽性能評価試験を実施した。その概要を紹介する。

�������	
����

含有率（％）化学形態成分

６９．１��２�３鉄

１３．７���２珪素

�２．８��２�３アルミニウム

�１．５���カルシウム

�０．５���マグネシウム

�０．８�、�、��イオウ等

�������	
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の粉末状態のもの、袋に収納したもの、硬化
剤と混合して板状に圧縮加工したものについ
て遮蔽率を測定した。
　線源とした汚染土壌入りフレコンバックは
表面積約１�２、高さ約３８��の立体線源とな
る。フレコンバックの上にベニア板を乗せて
水平を取り、そこに供試体を重ねた場合の高
さを基準線とした。図２に試験の概念図を示
す。

　供試体の中央部を測定軸として、供試体を
設置しない場合と設置した場合の比から遮蔽
率を求め、立体線源に対する供試体の遮蔽性
能を評価した。写真２に試験状況を示す。
　現地における遮蔽効果の評価については、
課題がある。ここでは、供試体の段数（厚み）
と基準線からの高さ方向の距離をパラメータ
に遮蔽率の変化を評価した。
　図３に阿蘇リモナイトの圧縮加工板の評価
結果を示す。この供試体は１段の厚みが約
３．２��で、密度は２．０����３である。遮蔽率は、
評価位置によって変化するが、１段の場合の

遮蔽率は４４％～５３％、３段の場合は７０％～
７５％であった。

３．まとめ

　事故の影響を受けた地方自治体では、汚泥
や除染廃棄物の保管が長期化し、今後、廃棄
物の脱臭のニーズが高まってくことが予想さ
れる。脱臭効果と遮蔽効果を併せ持った阿蘇
リモナイトは応用面が多く、様々な環境の改
善に即した素材として、利用が広がることを
期待する。

�������	
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１．目的と試験概要

　東京電力福島第一原子力発電所事故由来の
高汚染廃棄物を減容化し、セシウム濃度を濃
縮し熱分解後の試料内に閉じ込めるため、一
般の燃焼炉と異なる窒素ガス雰囲気下の熱分
解炉で、放射性セシウムが外気へ飛散しない
挙動を実証する。比較的セシウム濃度の高い
廃棄物である木枝・落ち葉のセルロース・リ
グニン組織の熱分解及び試料の減容化試験を
行う。処理プロセスの概要を次に、また、試
験装置の概要を写真に示す。
①熱分解前と後の廃棄物試料、炉内残留物
及び排ガス中のセシウム濃度を測定・分
析する
②運転の前・中・後の熱分解炉排気ダクト
の表面線量率を測定する。
③処理後の炉内残留物を均一サンプリング
して処理前後の放射能濃度を分析し、セ
シウムの挙動を評価する。

２．結果と考察

（１）結果の概要

　熱分解試験試料は、帰還困難区域から汚染

廃棄物を採取し、均一に混合し試料サンプリ
ングを行った。試験試料は約４２�容器に
８．７６��、窒素ガス流量は１秒あたり約１�で
ある。試料入り金属バスケットを炉装荷す
る。その後、炉の昇温速度を約３時間で
６００℃に昇温し、最高温度６５０℃で数十分維持
した。
　試験前後の放射線量値は、熱分解炉上部で
０．９９μ����、炉室内部で０．１４μ����、熱分解
炉の運転中の温度２５０℃、３５０℃、６００℃ で熱
分解炉周りの線量に変化は生じなかった。ま
た、排気ガスが接触し通過するタール水やス
クラバ－洗浄水の放射性セシウム濃度は、検
出限界以下であり、また、濃度の上昇は観察
されなかった。
　引き続き、ピーク温度を９００℃ に定めて、
追加試験を実施した。熱分解炉の内部のガス
配管にケイ酸ガラス繊維円筒ろ紙を固定して
ガス中のセシウム移動状況を調べた。その結
果、試験温度９００℃ で、炉室出口配管内には
有意の微量のセシウムが検出されたが、ター
ル水やスクラバ－水、および排ガス外気出口
管に固定したろ紙からはセシウムは検出され

�������	
�������
�������	
�

企　画　部　梶谷　幹男

　（公財）リバーフロント研究所、（株）���、当センター（������）の３組織が、窒素ガス雰
囲気下の廃棄物熱分解炉によるセシウム閉込め、廃棄物減容化の試験を進めた。ここで、
������は放射線管理、試料採取及び分析を担当した。平成２５年１０月、福島県浪江町に設置し
た熱分解炉で、木枝・落ち葉の試料を対象に６００℃まで熱分解試験運転を行い、排ガス中にセシ
ウムが移行しないことを確認した。また、平成２５年１１月、６００℃まで加熱して得た灰化試料を、
さらに９００℃まで昇温し熱分解試験を行い、装置周りの漏洩放射線量率測定、タ－ル水、スクラ
バ－水及び炉内残留物等のサンプル採取を行った。その結果、セシウムが熱分解炉システム内
に閉じ込められることを確認した。今後、熱分解後に生成する灰化物の詳細な化学形態などの
解明が待たれる。



－　８　－

なかった。試験前と試験後の放射性セシウム
濃度を表に示す。

（２）結果の考察

　試験結果を考察すると、下記のようにまと
められる。
１）事故由来の高汚染の木枝・落ち葉は、百

万�����レベルの汚染濃度である。木
枝・落ち葉のセルロースやリグニン組織
が熱分解し、最終的には炭素元素等が残
留物として存在する。

２）この段階で廃棄物は５分の１から８分の
１に減容される。この減容でセシウムは
初期の試料内に留まり、高温窒素ガス環
境下で原子状の炭素が、次第に結晶性の
黒鉛小片構造になり、電気化学的な繋が
りを持っていると評価される１）。

３）これを裏付ける根拠として、試験後の残
渣に電気伝導性が出ること、さらに関連
文献が国内外に散見された１）、２）。６００℃
～８００℃�の窒素ガス下でセルロースの熱
分解を継続し原子状の炭素から微小な結

晶構造が生じ小さな黒鉛（グラファイト）
の構造になると報告されている１）、２）、３）。

４）セルロースやリグニン組織は原子状の炭
素になり、さらに黒鉛構造に移行し、結
晶性構造の中にセシウム等の金属元素が
電気化学的に閉じ込められていると想定
される

３．まとめ

　本報告はセシウムの飛散傾向を抑える閉込
め方法として、窒素ガス不活性雰囲気で熱分
解試験をしたものである。その結果、閉込め
機能は十分に実証された。今後、解析評価と
同時に実証的試験を行い科学技術的なデータ
蓄積を構想している。高レベルのセシウム汚
染物は窒素ガス下で熱分解し密度が上昇し、
飛散現象が無くなり、イオン化したセシウム
は結合状態に移行し、ガス系へ排出されないと
想定される。この技術は、今後福島サイト周
辺の高汚染環境の廃棄物減容化や比較的セシ
ウム濃度の高い廃棄物の処理に有益な実用技
術を提供できる可能性があると期待している。

参考文献

１）平田利美、前川麻耶、能美　隆、“セルロースの熱分解機構および分析上の課題”、�．�����
�������	．���．���．，���．４６，��．４，１９９８．

２）“生物資源活用型セラミックスの機械システムへの適用に関する調査研究報告書要旨”、
（財）機械システム振興協会、平成１５年３月．

３）�������	�	�
����，“��������	�
���，”�������，���．２８，������１��２，��．３３５�３４８，
��������	
����　２００３．
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��－１３７＋��－１３４��－１３４��－１３７核種試験回数

１．６４×１０６５．０５×１０５１．１４×１０６分解試験前
１回目試験

２．５６×１０６８．３２×１０５１．７３×１０６　　〃　　後

３．７０×１０６１．１２×１０６２．５８×１０６分解試験前２回目試験
（追加試験） ３．４７×１０６１．０７×１０６２．４０×１０６　　〃　　後

（結果について詳細解析を継続中である。）
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（１）英 国 で は、１９６５年 の原 子力 施設法
（���６５）に規定されたリスク基準があり、
「��������	」の基準として受容される死亡リ
スクとして１０－６��が適用されている。有害化
学物質等の規制においてもこれが適用されて
いる。この基準に相当する線量拘束値は、国
際放射線防護委員会（����）の５％���（年
間１��の被ばくで死亡リスクが５％）では、
２０μ����となり、��や����の基準に相当す
る低いものであること、許可取得者はサイト
に残る汚染がこの基準に相当する放射能濃度
以下であることを示し、かつ、保健安全執行
部（���）の原子力規制局（���）が健康保
護庁（���）の協力により確認・宣言し、規
制解除がなされることが分かった。
（２）原 子 力 発 電 所 も 英 国 原 子 力 公 社
（�����）保有施設も多くのサイト解放の実
績があるが、殆どが部分解放である。部分エ
リアと全エリアでの解放基準・測定方法に差
異はなく、米国のような制限付（���������	）
解放はない。即ち、「��������	」が確認されな
ければサイト許可は安全貯蔵のように１００年
継続することもあり、サイト許可に伴う責任

は続く。複数基の原子力発電所の一原子炉の
部分解放では、運転継続プラントの許可は許
可変更（���������）となる。
（３）サイト解放の実例調査はバークレーと
オールドベリーの両発電所及びハーウェル原
子力研究施設について行った。規制解除され
部分的に解放された土地が再利用されつつあ
る。オールドベリー発電所では、新規原子力
発電所用地が競売され、バークレー発電所は
２０７０年ころまでの安全貯蔵（���：�������
�����������）の準備が本年で終わる。ハー
ウェル研究施設では、部分解放後にサイトが
個人住宅、学校、ハイテク産業、�������
という大型加速器施設に再利用されている。
���は引き続き廃止措置とクリーンアップ
を担当するサイトライセンス会社（���）や
親会社（���）新規入札も行なっている。

　本報告は、平成２４年度の����殿の委託で
実施した「平成２４年度�英国の原子力施設のサ
イト解放に関する調査」の成果の一部を利用
させて頂いたものです。

�������	
�������������������

東海事務所　　　　　　
榎戸　裕二、三田　敏男
宮坂　靖彦、福村　信男

　当センターは、（独）原子力安全基盤機構（����）が進める原子力施設の廃止措置終了確認の
実例調査について、調査・研究の支援として平成２４年度に英国の原子力施設のサイト解放に関す
る調査を実施した。具体的には、英国の原子力サイトの規制解除基準である「��������	」の設
定経緯と特定の原子力施設の具体的事例を文献調査するとともに、当該サイトのサイト解放の
実例については、英国原子力廃止措置機関（���）等に赴き、聞き取り調査を行った。主要な
結果は以下の通りである。
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１．会社概要

　当社は昭和２８年１０月に関西電力株式会社の
関係会社として設立され、平成１６年１０月に
は、社名を「関電興業株式会社」から「関電
プラント株式会社」に改め、火力・原子力発
電所などの設備の据付及びメンテナンスを行
う企業として、電力の安全・安定供給の基盤
をサポートするとともに、電力設備で培った
高度な技術をベースに、自家用発電設備や化
学プラントなどの産業プラント分野へも積極
的な事業展開を図っています。

２．廃止措置に関する取組み

２．１　機器解体工事

　当社は発電所の定期検査工事におけるノウ
ハウを活かし、廃止措置工程の合理化や機器
の解体撤去、設備の維持管理を中心に、平成
１０年頃から廃止措置に関する検討を行ってき
ました。また、関西電力の各原子力発電所に
おける熱交換器やタービンロータ等、大型設
備の取替えに伴う旧設備の除却作業におい
て、狭隘部からの一体搬出、プラズマやバン
ドソー等の切断技術を駆使した設備の解体工
事の実績があります。
　また、管理区域内では使用済燃料ピット
ラック解体に伴うピット内除染と使用済燃料
ラックの切断・解体や燃料取替用水タンク、
廃棄物処理設備、ランドリー設備等の解体、
取替えた原子炉容器上蓋の制御棒駆動装置
（����）管の切断工事等の実績があります。
切断工具については、既存の技術を活用し、

機器解体計画に合せたモックアップによる検
証や訓練を行って工法を選定してきました。

外部機関の活動状況紹介

関電プラント株式会社　　　
原子力事業本部　石谷　卓己
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２．２　切断工具とその他ツール

　機器切断用工具については既存の技術や工
法による適用性の検証を実施し、対象機器の
設置条件に適した工法を検討しています。ま
た、３�計測装置による現場の３�����化を
行い、機器の搬出経路の検証等を行うための
人材育成にも取り組んでいます。

２．３　維持管理機器

　廃止措置工事が開始されてからも、燃料冷
却設備や作業に必要なユーティリティ等、廃
止措置期間中の定期的なメンテナンスも重要
です。維持管理が必要な設備や接続されてい
る供給電源等についても事前調査を行うこと
により、機器解体工程に影響を及ぼさない検
討を行っています。
２．４　燃料取扱い作業

　当社は定期検査における燃料取出、装荷や
新燃料検査、使用済燃料の搬出作業等を実施
しており、これらの作業における燃料のハン
ドリングも廃止措置に活かせる技術となって
います。
�

３．その他の取組み

　２００８年から２０１２年にかけて欧米の廃止措置
実施状況についての視察を実施し、ウェス
ティングハウス社の廃止措置技術や、メガ
テック社の油圧式切断工具に関する情報を収
集し、その技術の適用性について検討してい
ます。また、廃止措置に関する講演会やセミ
ナーへの積極的な参加により、情報の収集に
も努めてきました。

４．まとめ

　原子力発電所の保全分野で培った技術やノ
ウハウを活かし、廃止措置の計画段階から工
事の実施段階における業界のトップランナー
を目指して、継続的な取組みによる事業展開
をこれからも図っていきます。

切断工具実施年月
ダイヤモンドワイヤーソー２０１０年９月
水素切断２０１０年１０月
ガソリン切断２０１０年１０月
ウォータージェット切断２０１０年１０月
ダイヤモンドワイヤーソー２０１１年２月
ダイヤモンドワイヤーソー２０１１年１１月
ギロチンカッター２０１２年４月
ガントリー型大型バンドソー２０１３年４月

�������	
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視察先実施年月
アメリカ　ランチョセコ���２００８年１０月

ウェスティングハウス社
メガテック社２０１２年６月

スペイン　ゾリタ���
スペインウエスティングハウス社２０１２年１１月
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海外技術情報

廃棄物処理事業推進部　泉田　龍男

�������	�
������

１．バーモントヤンキー発電所の閉鎖

　エンタジー社は、昨年（２０１３年）８月にバー
モントヤンキー（�������	
�����）原子力発
電所を２０１４年秋に閉鎖することを公表した
（運転期間等の情報は本誌ページ�．３４を参照
下さい）。閉鎖の理由は、昨年ドミニオン発
電会社がウイスコンシンのキーウォーニー原
子力発電所閉鎖を発表したものと同じであっ
た。すなわち、低価格の天然ガスが明らかに
優位であり、現状の発電環境では原子炉の商
業運転は困難というものである。
　エンタジー社は、バーモント州������近郊
のバーモントヤンキー原子力発電所（����
出力６１７���）について、２０１４年秋に計画さ
れていた燃料交換を実施せず発電を停止する
と述べた。その時点では、発電所の運転許可
年数を１７年以上残している（６０年の寿命延長
許可取得済）。エンタジー社は、この原子力
発電所を���の�������と呼ばれる管理
状況に置く計画である。�������とは、全
ての施設をそのままに維持するものであり、
廃止措置は正式な決定が出されてから開始す
る。
　バーモントヤンキー原子力発電所は、この
２年間で、閉鎖することを決めた５番目の原
子炉である。デユークエナジー社は、２００９年

以来停止しているクリスタルリバー発電所３
号炉再開の見通しが立たないことを昨年２月
に発表した。同様に、カリフォルニアエジソ
ン社も２０１２年７月以来停止しているサンオノ
フレ�２号炉、３号炉の運転再開ができない
ことを昨年６月に発表し、ドミニオン社は、
２０１２年にキーウォーニー発電所の閉鎖を決定
して昨年５月に公表した。
　原子炉の閉鎖というエンタジー社の決定
は、運転許認可の更新をサポートしてきた組
織や個人に驚きと失望をもたらした。ほんの
数週間前にエンタジー社は、バーモントヤン
キー発電所運転に反対していたバーモント州
政府に対し連邦裁判所で勝利した。裁判所
は、運転更新後の発電所の冷却水の使用を
バーモント州政府が制限することはできない
ことを定めた。
　エンタジー社の閉鎖発表の余波で、原子炉
の即時廃止措置に反対する組織内で、原子炉
を継続運転するかどうかという議論が生じて
いる。
　商業運転に影響を与える低価格の天然ガス
の問題に加えて、エンタジー社は閉鎖の理由
として、バーモントヤンキー炉が単独プラン
トであるための構造的な高コストであること
を述べている。エンタジー社は、２００２年に４

　現在、米国原子力産業界に大きな逆風が吹いている。ほんの１５年ほど前には原子力ルネッサ
ンスが声高に叫ばれ、新規原子力プラントの建設計画が多数立ち上がったが、これもすべて凍結
もしくは中止になっている。エンタジー社が自社のバーモントヤンキー原子力発電所を２０１４年
に閉鎖するという決定を公表したが、その決定理由が現在の米国の原子力環境を象徴している
ので、以下に紹介する。
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億ドル以上でこのプラントを購入した。しか
し、この投資は、投資以上の生産が可能であ
り、投資家に有利と考えられていた。２００６年
に２０％の出力アップがいくつかの主要機器の
交換を条件に認められたが、追加投資は不要
であった。また、２０３２から２０５２年までの運転
延長の許認可手続きが不要となったので、
２０１１年に示していた追加投資も不要となった。
　バーモントヤンキー発電所の閉鎖は、過去
１０年間の原子炉の稼働が必ずしも順調ではな
かったことを示している。クリスタルリバー
発電所は、閉鎖発表の前まで１４年間も停止し
ていた。１９９６年から１９９８年にかけて６つの原
子力発電所が閉鎖したが、その流れを作って
いるのは、運転許可の新規更新と規制解除に
よる様々な電力マーケットへの見通しにあ
る。過去２０年間で、ニューヨークとニューイ
ングランドの全原子炉の所有者が交代する
か、または閉鎖した。原子炉の所有者が交代
した事例でも、原子力事業を引き継いだ責任
企業は原子力事業から撤退することを希望し
ている。
　バーモントヤンキー原子力発電所の決定
は、エンタジー社の北東部の他の原子炉
（フィッツパトリック、インデイアンポイン
ト、ピルグリム）にも適用されるであろう。

エンタジー社の広報からは、以下のような
メッセージが寄せられている。「我々は、最
も効率よく所有できるか、売却するか、閉鎖
するかを決定するために資金と経営のポート
フォリオを常に評価している。天然ガスのコ
スト、我々の生産コストそして市場動向が
我々の全原子炉について評価されている。」こ
の文書からは、エンタジー社が所有する他の
原子炉を継続的に運転していく保証を示して
いるようには見えない。

２．結論

　米国では、安価なシェールガスの出現と電
力自由化による電力市場の不透明さが原子力
発電の経済性を脅かしている。発電事業者
は、発電コストと電力市場及び今後の運転許
可延長に係る投資を考慮した経営計画を検討
せざるを得ず、バーモントヤンキー原子力発
電所のように、元々発電コストが高い原子炉
は閉鎖を選択することとなる。
　我が国でも、原子力推進への反対意見が多
く存在する。しかし、米国のように安価な天
然ガスを使える環境にない日本では、簡単に
原子力を停止する訳にはいかない。国策とし
てのエネルギー政策を明確にしていく必要が
ある。
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東海事務所　榎戸　裕二

���������	
����������������������

１．新格納ドームの建設の経緯

　チェルノブイリ原子力発電所４号炉（以降、
�����－４，）は東京電力福島第一原子力発電
所１～４号機（以降、福島第一原発）事故の
レベルと同じ����（国際原子力機関）の事
故分類で「レベル７」とされた。事故後すで
に２７年が経過したが、応急処理で建設した石
棺（��������	
�又は�������）の崩落の懸念
や雨水の侵入と風雪による核分裂生成物質の
環境への放散などの影響が深刻化したため、
ウクライナ政府、��（欧州連合）、����及
び日本も含む支援国の支援を受けて、その対
応策の第一段階である���（���������
����������	）の建設計画を進め、１５年ぶりに
最近、新格納ドームの屋根が部分的に完成し、
地上から２２�の高さまでできあがった１）、２）。
　２０１５年までに２基目の同様なドームと連結
して石棺上に移動し供用が始まる。新格納
ドームは長さ２６０�、幅１６４�、高さ１１０�の
アーク形状である。図１及び図２に�����－
４を覆う組立て中の新格納ドームと石棺をカ
バーした状態の断面イメージを示す。２０１３年
末には完成時の長さの半分のドームが高さ
１１０�まで完成する。
�

２．�����－４の汚染状況と作業場の放射線

防護

　�����－４は他の３機に隣接した西端にあ
り１～４号機の南には長さ８００�のタービン
建屋がある。事故の半年後からは１，２号機
が運転再開、その後３号機も運転され、共に
２０００年末の運転停止まで発電を行った。４号
機の放射能源は爆発した炉心に残る２００�の燃
料で２０００万��ある。原子炉の周りでは至近
距離と高所では線量が高い。西側では比較的
低く南側は高いが変動が大きい。原子炉建屋
の多くの場所は年間許容線量を数分で超える
ような汚染場所である。これまでに建屋の補
強が色々と実施されてきた。新格納ドームの
建設場所は事故時に放射性物質や機器が埋設
処分に使われたので掘削・撤去せざるを得ず、
５０��表面を削り５万５千�３の表面土壌を除
去し、また、工事用に地面を固めるため５０��
のコンクリートを打設した。これによって作
業者の被ばくも月間０．６���となっている。
作業員は作業用と積算用の個人線量計及び粉
じんマスクを携行しマスクは緊急事態で着用
する。原子炉に近い場所での作業では、コン
クリートや鉛遮へいで放射線防護する。
�

　当センターでは、東京福島第一原子力発電所の事故処理に資するため、同じく過酷事故を経験
したチェルノブイリ原子力発電所４号炉の事故から今日までの活動、事故による隣接・周辺地域
への影響、石棺の状況や新格納ドームの建設について、更に、燃料デブリや汚染瓦礫等の放射性
廃棄物の処理・処分について、関係機関の情報や文献に基づき「デコミショニング技報」や本誌
「������ニュース」等で紹介してきた（参考資料を参照）。本報告は、崩壊が懸念されている
石棺の詳細調査や解体・撤去において重要な役割を果たす完成間近の新ドームの構造、付帯設備
の機能について最近の論文１）、２）から紹介する。
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３．新格納ドームの構造

　２９，０００�のアーク形状の新格納ドームを支
える土台には鋼鉄製の直径１�、長さ２５�の
パイルを打ち込んだコンクリート梁が敷設さ
れ、その上をドームが移動する。一方、新格
納ドームの両端は密閉構造にされる。新格納
ドーム内の換気量は十分であるが、汚染のた
まり場所を掻き散らせるだけの能力はない。
　米国���システムズ社の２基の５０�クレー
ンがフラットな天井面の長さ１００�、幅１０６�、
地上からの高さ８５�を走行する。石棺の頂部
の最大高さは７４．５�であるためクレーンフッ
クは２．５�の走行余裕しかない。このクレー
ンシステムは新格納ドーム外側の遮蔽された
新付属施設から遠隔操作され、石棺の不安定
部分を一つひとつ解体する。���（サイト実
施計画）の総工費は約１５．４億ユーロ、新格納
ドームの建設には１０億ユーロかかる。その他
にも多くの施設建設があり、関連インフラの
整備、工事関係の修理工場、倉庫、訓練セン
ター、食料品店などの建物ができた。今後
２，０００人が２交代での作業となる。

４．新格納ドームの���（主クレーンシステ

ム）と主な機能

　新格納ドームの天井のクレーンレールに載
せるクレーンブリッジ関連機器は���システ
ムズ社が設計した。そのクレーンシステム構
成を以下に記す（なお、���システムズ社のイ
ンセルクレーン、パワーマニピュレータは国
内のホットラボでも採用されている。）；
①長さ９６�、幅７�の２基のクレーンブ
リッジ
②５０�荷重容量の在来型のキャリッジ・ホイ
スト１基
③４０�と５０�荷重容量の固定型の２基（対）
のキャリッジ・ホイスト（前者は作業員
入れた遮蔽ボックス、後者は部材の運搬

に利用）
④���（�������	����
������：可動ツー
ルプラットフォーム）（石棺解体用マニ
ピュレータ等を装着した６点吊りの下部
架台を吊るための架台

　���は、５０�の在来型ブリッジ・ホイスト
に取り付けた三角形の架台に６本のワイヤで
バランスしつつ遠隔操作する作業用ツールの
架台である。３５�伸ばした場合、１．５�の偏り
のある架台を５０��以内の水平度で制御する。
ホイストを固定して横方向に移動させられる
（�������	
��
�）。���にマニピュレータアー
ム、ドリル機械、コンクリート削岩機、１０�真
空掃除機を装着できる。図３及び図４に
���を装着したキャリッジを走行させるク
レーンブリッジ全体と���の作動概念図を
示す。���のモックアップが米国で行われ
ている。

５．キャリッジの修繕とクレーン操作

　各ブリッジのクレーンキャリッジは共通の
車庫（ガレージ）で同時に保管、交換及び補
修できる。クレーンの操作は新格納ドーム外
側から行われ、また作業中に汚染ダストが不
意に飛散されることを考慮して新格納ドーム
内 側 に は 入 れ な い。���に は���
（����������	
�	���������		
��）方式が採用
され、無線及びヒューマン�マシーンイン
ターフェースを有するイーサネットのハード
環境で操作する。操作者は一個のジョイス
ティックと���の位置、荷重等の状況を示
す数個のタッチ式モニターを見て操作する。
また、制御システムにより、例えば長尺物の
吊り上げ等では２つのブリッジやキャリッジ
で同時かつ同期した作業も可能である。

６．まとめ

　爆発で損壊したチェルノブイリ原子力発電
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所４号炉の後片づけは想像以上に困難であ
り、どの対策も決め手はなさそうに見える。
細部の安全性よりも甚大な更なるリスクを抑
え込むため、現時点で可能なことを行うとの
信念で、世界中の関係者が考え、合理的な英

知が集められ、技術と資金の協力がプロジェ
クトを素直に後押しをしている。慎重に計画
し、忍耐をもって協力し、早急に行動するこ
とが肝要ではないか。期待したい。�

参考文献

１）���������	�
���“��������	
�����”�������	
��
�������
２）��������	
��	�	����	�	������	���“�������	
�������	�������������������������	���
������
���������	�
����������������”�������	
������	��������	�������	���������	
�

（参考資料）

・“チェルノブイリ原子力発電所４号炉の事故に関する調査，”������ニュース，８８号，７月号
（２０１１）�
・�������	�
���	�����“チェルノブイリ事故後管理：チェルノブイリ原子力発電所４号炉の環境
的安全状況への改造，”デコミッショニング技報，���．４４，ｐ．８～�．１９，�２０１１年９月．
・“������－・��������	
�����	���	��������������：��������	
�������
��”��������	
����	��	
�������	
�������
��
�������
����������������	��
���

�������������	
�������	
��

��������������������



－　１８　－

�������	
������

�������	
��������

��������������	
����

�������	
��������������������� ���



－　１９　－

専務理事　澁谷　　進

���������	�
����	����	�����	�����

　先号の������ニュース９５号では、����の論文『「遮蔽隔離（����������）」は廃止措置と
して受け入れられる選択肢か？』の内容を、誤解を招かないように極力原文に忠実に掲載した１）。
ここでは、その論文の中でも言及されていたアメリカにおける遮蔽隔離、すなわち原位置廃止措
置（����：��������	
�����������）の最初の事例となる���の核複合施設のひとつである���
（サバンナリバー・サイト）の原子炉施設（�炉と�炉）の���について紹介する２）。

１．���の概要と成果の反映

　アメリカ���の核複合施設には廃止措置
を待つ多くの汚染された余剰原子力施設があ
る。廃止措置の通常の最終形態（��������	）
は「完全撤去」とされるが、施設（建築物）
や様々な設備などの分別解体、大量かつ高い
レベルに汚染された廃棄物の埋設処分（大半
は遠く離れた処分場での埋設）を伴い、廃棄
物の運搬も含めて、高コスト、作業員へのリ
スクも大きい。���は解体撤去として実行可
能な選択肢であり、人の健康と環境保護にお
いて同等又はより優れたもの、コストと作業
員リスク削減効果が大きい。
　���では、���の汚染施設に対する初めて
の取組みとして、２つの原子炉施設（�炉と
�炉）の廃止措置に米国再生・再投資法
（����）を適用し、���を２０１１年に完了した。
　���に よ り、１つ の 炉 当 た り１２４，３００�
（１５３，０００�３）と推定された汚染デブリの発生
と処分に伴うコストと潜在的危険性に対する
規制上、技術的／エンジニアリング上の課題
が回避され解決された。
　現在、���環境管理局はサバンナリバー国
立研究所で、���の有効性について実行可能
なモニタリング技術および評価手法を研究し
ている。
　���では、���の概念・手法、研究を実施
する施設や最終形態の設計立案、国内外の相

互活動を通しての規制上の支援、民間産業の
活用における協力・推進を模索している。
　���による���での除染と解体経験は、原
子力施設の廃止措置における容認される修復
手法の一つとして、アメリカや世界の大規模
原子力施設の���に対して道筋を確立した。

２．���活動の背景

　���は冷戦の終結により核物質を供給し
てきた２万を超える原子力施設のうち５千以
上を余剰なものとした。将来的には、さらに
過剰とされる施設がでる。これらには、生
産・テスト炉、燃料・ターゲット成形加工施
設、化学プロセス施設、ガス拡散プラントが
含まれる。いくつかの施設はもっとも重厚な
強化コンクリート構造で建設され、かつ高濃
度で汚染されたプロセス機器が詰め込まれて
おり、クリーンアップには数十年かかるであ
ろう３）。
　���のアプローチは、２段階の手順をと
る。第１段階は、作業員のリスク軽減と保守
コスト削減のための施設の安定・安全化
（����������	
）であり、不必要な安全・防護シ
ステムの停止、プロセスライン・機器のフ
ラッシング、危険物質の撤去が含まれる。第
２段階は施設の廃止措置で、施設・機器の除
染（放射性物質と有害化学物質の除去）及び
解体可能なものの撤去からなる。
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　廃止措置の最終形態は、各施設に対して個
別に決定された。この手順を実行するには約
１００億ドルかかるとされる４）。
　���は���を冷戦時代に建設された強固
な核施設の安全な、また廉価な廃止措置の選
択肢であると考えている。それには���の
恒久敷地での遮蔽隔離処分、特に、大きく頑
丈な原子力施設の浅地中処分（に限る必要は
ないが）が伴う。この処分の選択肢は、掘削
や解体、輸送、低レベル汚染瓦礫の再埋設に
係わる高コストと危険を避けることができ
る。���の基準に適合する施設では、２０億ド
ル以上のコスト削減が可能であるとされる。
　���の廃止措置リストには、���の候補と
なる１００を超える大規模で強固な建物が含ま
れている５）。
　���の概念には、施設の恒久的な埋設が含
まれ、���はあるクラスの���対象施設は通
常の廃止措置（完全撤去と処分施設への運搬）
に比べて、安全で低コストな廃止措置として
受け入れる、としている。遮蔽隔離の最終形
態は、すでに確立されている安全規制と���
施設の廃止措置に対して承認された手法によ
り達成される。即ち���施設に伴うリスクが
規制上の許容基準を満足していることを保証
する。特に強調されることは、遮蔽隔離形態
は廃棄物の処分施設とはみなされず、むしろ
廃止措置の最終状態における選択肢である。
　���の環境管理の目的は、���における安
定・安全化と廃止措置での廃棄物、表層及び
地下水の修復に係るものである。�炉と�炉
は、���が実施された最初の施設であり、
����により資金提供された。

３．���の原位置廃止措置のアプローチ

　�炉と�炉の安定・安全化は、２００７年に開始
され、２０１０年に完了した。安定・安全化の第
１の目標は、残留している有害物質に起因す

る危険を除去／軽減し、建築物を���が可能
なように準備することであった。有害物質と
しては、可燃／引火物、残留重水、酸類、飛
散性アスベスト、雑多な化学物質、鉛／真鍮
機器類、フレオン、油脂類、水銀／���含有
機器類、鋳型、放射能汚染機器が除去された。
さらには、危険なエネルギー物や屋外の金属
製機器類（落下の危険など）、過去の構築物の
撤去、また、２つの建物にある集合体解体
プール水の蒸発処理がなされた。

４．���の実施プラン策定

　���の取組みは、���に伴うリスクが規制
上許容基準内にあることが確認され、既存の
規制システムに従った。特に重要な点は、遮
蔽隔離は廃棄物の処分施設ではなく、廃止措
置の最終状態のひとつと考えられることであ
る。�炉と�炉の最終施設廃棄への規制は、
包括的環境対策補償責任法（������）に基
づいて遂行された。全工業区域が、１つの施
工可能な単位と考えられる。施設はこの工業
区域に汚染をもたらす根源的な汚染の危険源
と見なされた。地下水の修復の取組みにおい
ては、後の地下水修復の実施を最適化するた
め、その根源的な汚染危険源の内包に関して
探究された。
　２つの原子炉に対して廃止措置の最終形態
を決めた。重要な点は、強固な強化コンク
リート構造物は、���の適当な候補であり、
以下の条件により５００年間比較的健全に存在
する、ことである。
（１）遮蔽扉用のガントリークレーンの撤去
（２）排気筒の解体撤去
（３）�建築物の重要区域にコンクリート屋根の

設置
　�炉の���は������に基づく「早期修復
行為」として、一方、�炉の���は「撤去行
為」として計画、実施された。�炉の���に対
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する決定の記録が２００９年初めに出版されたあ
と、「早期修復実施計画」が２００９年後期に準備
された。�炉の���のためには、「エンジニア
リング評価／コスト分析」が準備され、対応
する撤去行為の覚書が２０１０年初めに発行され
た。
　両炉に対する修復行為の目標と最終形態の
定義は以下である。
・人間および生態学的に、存在する又は存在
するかもしれない放射線学的なおよび有害
な構成物・成分による許容できないリスク
に曝すのを最小限にする
・構築物からの放射性物質あるいは有害物質
の汚染物が、地下水へその濃度規制基準値
（最大値あるいは当初の修復目標）を超えて
混入することを実際的な程度において防止
する
・侵入動物が放射性物質および有害物質の汚
染物に曝すことを防止する

５．���プロジェクトの検討

　���プロジェクトの全体的な修復行為の目
標と最終形態に対する技術要件が求められ
た。重要な技術的課題は、様々な条件下にお
ける巨大な空隙（原子炉施設当たり概略
１００，０００�３）に対して打設可能な充填材を決定
することであった。充填物質に対する技術的
要求は、
・圧縮強度＞０．３４���
・透水係数＜１．０×１０－５������

・流動性、自己固化性、自己レベリング性
・低い偏析性／沈降性／相分離性
・ゼロ出水
　このため、ラボ試験が実施され、配合の候
補が特定されて、最終的な充填材配合設計が
開発された。試験によって、いくつかのハイ
ブリッド流動性充填材が開発され、結果とし
て通常の充填材に比べて、労働力、材料コス

ト、打設量の著しい削減が達成された。
　ポルトランド・セメントを使用しない特別
な配合の充填材が、原子炉容器内の高放射線
環境および材料適合性に対処するために開発
された。候補となる配合を同定するためラボ
試験が実施され、代替セメント充填材も開発
された。また、すべての充填材に対して放射
線分解の分析と水素ガスポテンシャル評価が
実施された６）、７）。

６．���プロジェクトの実施

　充填材打設の手順は、充填材の耐力容量と
放射線遮蔽の要求、残留水の管理の相互バラ
ンスをとるよう検討された。ラボ試験の結果
は、操作実行上の技術条件に焼き直された８）。
さらに、技術的な諮問がなされ、原子炉施設
内の巨大な空き空間への充填材の打設は、確
立した打設施工上の境界条件に従っているこ
とを確認した。最終的な施設配置の構成は、
グラウトで充填された全地表面下の区域、排
気筒は撤去、ガントリークレーンは解体撤
去、解体プールカバーの解体撤去、増強され
た屋根勾配からなっている。

７．�技術の反映

　充填材と埋設システムの実効性に関する技
術は、まだ開発途上にある。遮蔽隔離システ
ムの実効性は、充填材の構造学的な安定性お
よび移送特性と対象の原子炉施設の耐久性と
が相互に関連したものとなる。複合型セン
サーからなるセンサーネットワークが、���
の環境管理局において開発中であり、遠隔操
作で充填材の構造学的安定性と移送性の効果
に関するデータを収集する。
　最初のデモ試験が２０１２年の８月に実施さ
れ、さらなるセンサーネットワークの高度化
と���の廃止措置候補施設間でのフィール
ド試験が計画されている。
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８．まとめ

　���は、従来の廃止措置（完全解体撤去・
処分施設への運搬）に比べ、より安全でコス
ト的に優位な廃止措置オプションとして���
を成功裡に完遂した。「最終状態としての遮
蔽隔離」の達成は、既存の規制体系での審査
と���施設の廃止措置に対する承認済み手
法によって行った。���の���取組みは、規
制上受け入れられる廃止措置達成のため、確

立された手順に基づくシステムエンジニアリ
ングの枠組みに従っており、最小限の長期管
理責任で最終状態を実現し、作業員の防護、
地下水と環境の防護を達成した。
　���の���の取組みにおいて実施された除
染と解体は、���が原子力施設の廃止措置に
おける容認され修復手法の重要な一つとし
て、アメリカや世界の大規模原子力施設に適
用される道筋を確立した。
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パートナーズ・ネットワーク会員　宮坂　靖彦
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　ドイツのグライフスバルト（�������	
�）原子力発電所（���）は、旧ソ連型加圧水炉５基
（出力４４万����基）及び建設中の３基で構成され、ドイツ統一後、旧西ドイツの原子力法に基づ
く安全基準を満していないため、１９９０年に閉鎖された。ドイツ政府は、世界最大規模の廃止措置
プロジェクトを実施するため、連邦政府直轄の���（����������	�
���）社を設立した。この
プロジェクトは、プラント経験者の雇用を守り、コスト低減の観点から即時解体を選択し、本格
的工事を２０００年から開始し、２０１３年に完了した。主要工事である原子炉圧力容器（���：�
�������	
�������	�����）及び炉内構造物（���：�������	�
���	���）の解体撤去工法には、当
初、細かく解体して梱包する切断工法を選択した。その後、２００４年に一括撤去工法との比較検討
により、商業発電に供した１号機から４号機の���は、４基とも一括撤去方式を採用した。ま
た、���の解体撤去は、１号機及び２号機について細断工法を、３号機から５号機については、
細断しないで撤去し、大型容器に収納する方法が採用された。この���の一括撤去及び���の解
体撤去の比較評価と実績を紹介する。

１．当初の切断計画

　当初計画では、１号機から４号機の���
及び���については、放射能レベルの低い部
分を２号機及び４号機の蒸気発生器室に設け
られた乾式の遠隔切断装置、また放射能レベ
ルの高い部分を原子炉ピットに設けられた
プールでの湿式の遠隔切断装置を用いること
で準備された。これらの装置を用いた遠隔切
断試験は、１９９９年１０月から２００３年７月にかけ
て未完成の７号機及び８号機を用い、切断、
梱包、搬送まで実施された。

２．新デコミ計画への変更

　５号機の���は、２００３年１１月、低出力での
試験運転後に恒久停止し、放射能レベルの低
いことから切断しないで一括撤去し、中間貯蔵
施設（���：�������	
�����	�����	��������）
に保管された。
　新デコミ計画は、前述の遠隔切断試験と５
号機の���一括撤去の経験及び最終処分を

考慮して検討された。その結果は、���の切
断計画を１００％とすると、一括撤去方式が廃
棄物管理５０～７０％、作業者の放射線被ばくが
１５～２０％、コスト４０～５５％などで有利と評価
された。１号機及び２号機の���は、乾式及
び湿式で遠隔切断し、廃棄容器に収納するこ
とを継続した。また、並行して下記に示すよ
うに新デコミッショニング計画を検討した。
初期の切断計画と新デコミッショニング計画
をフロー図で比較して図１に示す。
①１号機から４号機の���及び３号機か
ら５号機の���は遮蔽付き大型コンポー
ネントとして���に保管する。
②３号機及び４号機の���のうち炉心バス
ケット及び防護チューブユニットは、減
衰貯蔵のため遮蔽・輸送容器に収納する。
③���外側にある環状水タンク及び���
の断熱材は、原子炉ピット内で解体す
る。

�
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３．炉内構造物の解体撤去の実績

（１）１号機及び２号機

　これらの炉の���は、２００４年８月～２００７年
７月までかけ乾式及び湿式の遠隔切断装置を
用いて実施された。���（総重量２１７．７�、全放
射能２．１５×１０１６��）は、１３５個のコンテナ、６
個の貯蔵容器及び２０本のドラム缶に収納し、
���に保管された。作業者の放射線被ばく量
は、約１１０���で計画値の約４０％であった。
（２）３号機、４号機及び５号機

　これらの炉の���（炉心バスケット及び防
護チューブユニット）は、２００６年４月から７
月の短期間に撤去し、輸送処分を考慮した遮
蔽・輸送容器（図２）に収納して���に貯蔵
された。

４．原子炉圧力容器の一括撤去

　１号機から４号機の���は、一括撤去方式
の採用を決定し、２００５年から準備を開始し、
２００７年１１月までに実施された。
　３号機及び４号機では、放射能レベルが低
い���の内の下部構造物を���の中に残し、
一体にして一括撤去された。一括撤去・輸送
の手順は、移送用のレールを敷設し、原子炉
建屋のクレーン（２５０�）で���を吊上げ、原
子炉ピット内で���の放射線レベルの高い
炉心領域に環状の遮蔽体を取付け（総重量
３６０�）、ワイヤー昇降機付門型油圧ジャッキ
を用いて吊上げ、レール車両の上に置き（図

３）、遠隔操作でスライドさせて建屋の外に
移送し、またジャッキを用い大型トレーラに
乗せ（図４）輸送し、���に保管（図５）さ
れた。

５．経験から学ぶ

　���の廃止措置プロジェクトでは、大型コ
ンポーネントを切断方式と一括撤去方式の両
方式を比較して実施し、両方式とも成功裏に
行われた。その選択は、サイト条件等により
決まるかもしれない。大型コンポーネントの
一括撤去方式は、切断方式の唯一の代替とは
言えないが、経済性、放射線被ばくの観点か
ら優れていると評価されている。また、ユー
リッヒ研究センターにある高温ガス炉
（���）の廃止措置でも、現在、原子炉容器
の一括撤去が行われている。
　米国では、シッピングポート解体実地試験
での���一括撤去の実績に基づき、１９９０年代
に廃炉になった軽水炉の廃止措置において、
工期の短縮、作業者の被ばく低減、コスト低
減に有効であるとしてトロージャン、メイン
ヤンキー、ハダムネック、ビックロックポイ
ント、ヤンキローなどで実績を積んでいる。
　わが国でも将来のオプションとして、一括
撤去方式は、特にコストの低減を考慮する
と、検討に値する工法である。
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ＲＩｓのプール 
内での湿式
切断

環状水タンク 
乾式切断

環状水タンク 
乾式切断

初期の切断計画

新デコミッショニング計画
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ワイヤー昇降機付門型
油圧ジャッキ

ＲＰＶ 環状遮蔽体（厚さ：130ｍｍ）

レール車両上のＲＰＶ
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企　画　部　菊池　　孝
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　２０１２年に�������	
��	������������（���）社がクラス�及び�の廃棄物用に特別に設計・建
設された低レベル放射性廃棄物の処分施設の操業を開始したが、実は、この施設は１９８０年の米国
低レベル放射性廃棄物政策法（���������	
��������	�����	�����	���）及び１９８５年の同修正法
の下で認可・操業された最初の放射性廃棄物の処分施設であり、施設の作業員の安全を確保する
ために多くの安全上の改善が図られている。

　米国では、サウスカロライナ州バーンウェ
ル処分施設、ワシントン州リッチランド処分
施設及びユタ州クライブ処分施設が操業され
ている。このうち、２００８年にコンパクト（放
射性廃棄物に関する州間の協定）締結対象外
の州に対してバーンウェルの処分施設が閉鎖
したために、商用原子力発電所のクラス�及
び�の放射性廃棄物の処分の選択肢がなく
なったが、その代替手段として���社が支
援の手を差し伸べ、テキサス州アンドリュー
処分施設を開設した。ここで受け入れる代表
的な同位体は���６０であり、エネルギーが高
く透過力の強いガンマ線を発するため、遮蔽
が困難なものである。
　以前、バーンウェル処分施設で処分された
照射金属物の処分方法は、キャスクが水平向
きのスリット・トレンチ方式であり、ブル
ドーザーによりキャスクからワイヤロープを
引っ張ることにより、照射金属物を収めた内
容器が引き出された。その後、トレンチ内に
この内容器が収められ、すぐに、線量率低減
のために土壌で覆われる。この手法はかなり
の汚染を発生させていたこともあり、���
社はアンドリュー処分施設では別の手法を採
用した。

　���施設サイトでは、粘土層、高密度ポリ
エチレン層、顆粒状保護層、鉄筋コンクリー

ト層で埋設されるが、長期安定性を考慮し
て、容器に入ったクラス�及び�である廃棄
物を収納するため、モジュラー・コンクリー
ト・キャニスター（���）が設計された。
　照射金属物を商用発電事業者から��－
���キャスクと内容器とで受け取った後、
���サイトでキャスクから���内に収めら
れ、また、���と廃棄物内容器との間の空隙
は２．１����３のグラウトで充填され、その後、
特別な昇降装置付きの改良型リーチ・スタッ
カー、すなわち��������	
社の重量物運搬走
行車（�������	�
��	）（２１７�容量）�ユニット
を使って処分ユニットに移動される。
　さらに、高い�����の要求を満たすため、
高密度���（������）に統合されている。
��－���は赤鉄鉱の砕石を使った高密度の
グラウト（通常３．４５����３）を使用し、２．５��
厚の炭素鋼性ファンネルを併用して、５．００×
１０２����までの線量の内容器を取り扱うこと
が可能である（図１及び図２）。また、��－
���の取扱いには、照射金属物輸送システ
ム（����）の開発が必要となり、これは、
廃棄物内容器を��－���輸送キャスクから
��－���に鉛直方向に荷下ろしするよう設
計された自立型システムである。このシステ
ムは、多角的な監視用の固定カメラ、���カ
メラ、レーザー整列システムや遠隔操作の掴
み治具などが設置されており、１３６�容量の移
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動式ガントリークレーン（���）で釣り上げ
られる。また、遠隔操作室から操作される。
このように、照射金属物の処分工程では重量
物取扱いが必要となる。

　�����のためのもうひとつの手法とし
て、装荷された��－���処分ユニットの移
動に用いる��������	社製の重量物運搬走行
車にブーツが取り付けられている。この備品
により、固縛機構を必要とせずに、��－���
を載せたり覆土勾配を移動することが可能と
なった。これらの装置の運転は、運転室か
ら、資格を有した運転員による遠隔操作によ
り操作可能である（図３）。
　���施設の遠隔化には、様々な困難が伴
い、適切な��計画や、設計者、鉄鋼製造業者
及び装置製作者との間の継続的な連携が必要
となった。また、試験、手順、保守やモック

アップ訓練のために機器納入スケジュールの
管理も重要となった。最初の納入機器は
���であり、約２週間の設置、試験及び訓練
と、さらに長期間のクレーン操作者に対する
遠隔操作訓練が行われた。また、���シス
テムの安全な取扱いのために法律上の負荷試
験が必要となり、１５８�を超える錘を使った負
荷試験装置を設計建設した（図４）。

　２０１２年１０月に、���社はアラバマ州の商
業電力会社から初めての照射金属物受け入れ
た。この表面線量率は約１．００×１０２����であ
り、キャスクが到着し所有者へ送り返すまで
の全体工程に４日間かかった。作業全体は、
３０人以上の運転員の連携で行われ、集団線量
は２．１８���、最大個人被ばく量は１．４５×１０-１

���で、閉じ込め構造物内の汚染レベルは、
以前の方法に比べてずっと低いものであっ
た。これにより、放射線被ばくと汚染という
２つの重大な問題に関して、高い作業安全環
境が確保されたことになる（図５）。

�������	
�����������

����������������	
�

�������

�����������	�������	
��

�������������	��
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東
海
事
務
所
   
 榎
戸
　
裕
二

　
日
本
で
は
、
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
５
，
６
号
機
に
つ
い
て
東
京
電
力
は
１２
月
１８
日
に
恒
久
運
転
停
止
を
発
表
し
た
。
内
閣
総
理
大
臣
か
ら
事
故
炉
の
処

理
に
全
精
力
を
投
入
す
る
こ
と
が
９
月
に
要
請
さ
れ
、
さ
ら
に
１
号
機
～
４
号
の
事
故
機
の
廃
炉
に
必
要
な
技
術
を
実
炉
を
用
い
て
テ
ス
ト
す
る
た
め
と
し
て

い
る
。
東
京
電
力
は
、
当
面
は
廃
止
措
置
活
動
を
行
わ
な
い
と
し
て
い
る
。
そ
の
他
に
は
、
世
界
で
こ
の
間
新
た
に
運
転
停
止
さ
れ
た
発
電
プ
ラ
ン
ト
は
な
い
。

こ
の
結
果
、
世
界
の
運
転
停
止
し
た
発
電
炉
は
２０
１４
年
１
月
末
現
在
で
１５
２
基
と
な
っ
た
。
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廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

２０
４８
年

計
画
検
討
中

未
定

�
�
�

４０
８
�
�

１９
７７
�１
０
�０
６
～
１９
８９
�０
２
�２
５

ア
ル
メ
ニ
ア

－１
ア
ル
メ
ニ
ア

１
２０
２０
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１２
�
�

１９
６２
�１
０
�１
０
～
１９
８７
�０
６
�３
０

�
�
－３

ベ
ル
ギ
ー

２

未
定

安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７４
�１
０
�２
８
～
２０
０２
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－１

ブ
ル
ガ
リ
ア

３
�
�
�

４４
０
�
�

１９
７５
�１
１
�１
０
～
２０
０２
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－２
４

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８１
�０
１
�２
０
～
２０
０６
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－３
５

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８２
�０
６
�２
０
～
２０
０６
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－４
６

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

２１
８
�
�

１９
６８
�０
９
�２
６
～
１９
８４
�０
５
�０
４

ダ
グ
ラ
ス
ポ
イ
ン
ト

カ
ナ
ダ

６
基

７
安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

２６
６
�
�

１９
７２
�０
５
�０
１
～
１９
７７
�０
６
�０
１

ジ
ェ
ン
テ
ィ
リ

－１
８

未
定

未
定

�
�
�
�

６７
５
�
�

１９
８２
�１
２
�０
４
～
２１
０２
�１
２
�１
４

ジ
ェ
ン
テ
ィ
リ

－２
９

安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

２０
�
�

１９
６２
�１
０
�０
１
～
１９
８７
�０
８
�０
１

ロ
ル
フ
ト
ン
�
�
�
－２

１０
未
定

未
定

�
�
�
�

５４
２
�
�

１９
７１
�１
０
�０
６
～
２０
０７
�０
５
�２
８

ピ
ッ
カ
リ
ン
グ

－�
２

１１
未
定

未
定

�
�
�
�

５４
２
�
�

１９
７２
�０
５
�０
３
～
２０
０８
�１
０
�３
１

ピ
ッ
カ
リ
ン
グ

－�
３

１２
２０
２８
年

解
体
計
画
作
成
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

５４
０
�
�

１９
７２
�０
７
�０
１
～
１９
９４
�０
５
�２
７

ビ
ュ
ジ
ェ
イ

－１

フ
ラ
ン
ス

１２
基

１３
２０
１９
年

圧
力
容
器
解
体
（
２０
１４
年
～
）

安
全
貯
蔵
後

�
�
�

３２
０
�
�

１９
６７
�０
４
�１
５
～
１９
９１
�１
０
�３
０

シ
ョ
ー
－�

１４
２０
２７
年

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

８０
�
�

１９
６４
�０
２
�０
１
～
１９
７３
�０
４
�１
６

シ
ノ
ン
－�
１

１５
２０
２６
年

部
分
解
放
済
（
ス
テ
ー
ジ
Ⅱ
）

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６５
�０
２
�２
４
～
１９
８５
�０
６
�１
４

シ
ノ
ン
－�
２

１６
２０
３３
年

安
全
貯
蔵
中

�
�
�

４８
０
�
�

１９
６６
�０
８
�０
４
～
１９
９０
�０
６
�１
５

シ
ノ
ン
－�
３

１７

未
定

安
全
貯
蔵
中
（
�
の
処
分
場
開
設
待
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

４３
�
�

１９
５９
�０
４
�２
２
～
１９
８０
�０
２
�０
２

マ
ル
ク
ー
ル

－�
２

１８
�
�
�

４３
�
�

１９
６０
�０
４
�０
４
～
１９
８４
�０
６
�２
０

マ
ル
ク
ー
ル

－�
３

１９
２０
２５
年

原
子
炉
解
体
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

７５
�
�

１９
６８
�０
６
�０
１
～
１９
８５
�０
７
�３
１

モ
ン
ダ
レ
ー
�
�
４

２０
２０
３２
年

安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

５０
０
�
�

１９
６９
�０
６
�０
１
～
１９
９０
�０
４
�１
８

サ
ン
ロ
ー
ラ
ン

－�
１

２１
２０
２８
年

�
�
�

５３
０
�
�

１９
７１
�１
１
�０
１
～
１９
９２
�０
５
�２
７

サ
ン
ロ
ー
ラ
ン

－�
２

２２
２０
２６
年

�
�処
理
継
続

即
時
解
体

�
�
�

１２
４１
�
�

１９
８６
�１
２
�０
１
～
１９
９８
�１
２
�３
１

ス
ー
パ
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

２３
２０
２３
年

「
最
終
運
転
停
止
段
階
」
で
燃
料
撤
去

即
時
解
体

�
�
�

１４
２
�
�

１９
７４
�０
７
�１
４
～
２０
１０
�０
２
�０
１

フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

２４

２０
１４
年

解
体
中
、
サ
イ
ト
の
部
分
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７４
�０
７
�０
２
～
１９
９０
�０
２
�１
４

グ
ラ
イ
フ
ス
バ
ル
ト

－１
ド
イ
ツ

２７
基

２５
�
�
�

４４
０
�
�

１９
７５
�０
４
�１
４
～
１９
９０
�０
２
�１
４

グ
ラ
イ
フ
ス
バ
ル
ト

－２
２６

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７８
�０
５
�０
１
～
１９
９０
�０
２
�２
８

グ
ラ
イ
フ
ス
バ
ル
ト

－３
２７
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廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

２０
１４
年

解
体
中
、
サ
イ
ト
の
部
分
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７９
�１
１
�０
１
～
１９
９０
�０
７
�２
２

グ
ラ
イ
フ
ス
バ
ル
ト

－４

ド
イ
ツ

２７
基

２８
�
�
�

４４
０
�
�

１９
８９
�１
１
�０
１
～
１９
８９
�１
１
�２
４

グ
ラ
イ
フ
ス
バ
ル
ト

－５
２９

１９
９８
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

２５
�
�

１９
７０
�０
７
�０
２
～
１９
７１
�０
４
�２
０

グ
ロ
ス
ヴ
ェ
ル
ツ
ハ
イ
ム
（
�
�
�
）

３０
２０
０６
年
完
了

設
備
・
機
器
の
解
体
撤
去
（
建
家
残
存
）

即
時
解
体

�
�
�

２５
０
�
�

１９
６７
�０
４
�１
２
～
１９
７７
�０
１
�１
３

グ
ン
ド
レ
ミ
ン
ゲ
ン
（
�
�
�
��
）　

３１
２０
１３
年

設
備
・
設
備
の
解
体
撤
去
済

即
時
解
体

�
�
�
�

１５
�
�

１９
６９
�０
５
�０
９
～
１９
８８
�１
２
�３
１

�
�
�
実
験
炉

３２
２０
１０
年

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
�
�

１９
６２
�０
２
�０
１
～
１９
８５
�１
１
�２
５

カ
ー
ル
�
�
�

３３
２０
１９
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�
�
�

２０
�
�

１９
７９
�０
３
�０
３
～
１９
９１
�０
８
�２
３

カ
ー
ル
ス
ル
ー
へ
�
�
�
－Ⅱ

３４
２０
１６
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�
�

５７
�
�

１９
６６
�１
２
�１
９
～
１９
８４
�０
５
�０
３

カ
ー
ル
ス
ル
ー
エ
�
�
�
�

３５
２０
１３
年
解
体
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
２０
１３
年
ま
で
の
２５
年
間
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２６
８
�
�

１９
６８
�１
０
�０
１
～
１９
７９
�０
１
�０
５

リ
ン
ゲ
ン
（
�
�
�
）

３６
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１３
０２
�
�

１９
８７
�０
８
�０
１
～
１９
８８
�０
９
�０
９

ミ
ュ
ル
ハ
イ
ム
・
ケ
ー
ル
リ
ッ
ヒ

３７
１９
９５
年
完
了

解
体
及
び
サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�
�
�

１０
６
�
�

１９
７３
�０
１
�０
１
～
１９
７４
�０
７
�２
１

ニ
ダ
ー
ア
イ
ヒ
バ
ッ
ハ
（
�
�
�
）

３８
２０
１２
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

７０
�
�

１９
６６
�１
０
�１
１
～
１９
９０
�０
６
�０
１

ラ
イ
ン
ス
ベ
ル
グ

３９
２０
１５
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

６７
２
�
�

１９
７２
�０
５
�１
９
～
２０
０３
�１
１
�１
４

シ
ュ
タ
ー
デ

４０
２０
１５
年

安
全
貯
蔵
中
（
２０
２７
年
ま
で
の
３０
年
間
）

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

３０
８
�
�

１９
８７
�０
６
�０
１
～
１９
８８
�０
４
�２
０

�
�
�
�
－３
００

４１
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

６７
０
�
�

１９
７５
�１
１
�１
１
～
１９
９４
�０
８
�２
６

ヴ
ュ
ル
ガ
ッ
セ
ン

４２
２０
２０
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

３５
７
�
�

１９
６９
�０
３
�３
１
～
２０
０５
�０
５
�１
１

オ
ビ
リ
ッ
ヒ
ハ
イ
ム

４３
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１１
６７
�
�

１９
７４
�０
８
�２
５
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ビ
ブ
リ
ス
�

４４
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１２
４０
�
�

１９
７６
�０
４
�２
５
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ビ
ブ
リ
ス
�

４５
２０
２８
年

未
定

未
定

�
�
�

７７
１
�
�

１９
７６
�０
７
�１
３
～
２０
１１
�０
８
�０
６
�

ブ
ル
ン
ス
ビ
ュ
ッ
テ
ル

４６
未
定

未
定

未
定

�
�
�

８７
８
�
�

１９
７７
�１
２
�０
３
～
２０
１１
�０
８
�０
６
�

イ
ザ
ー
ル
１

４７
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１３
４６
�
�

１９
８３
�０
９
�２
８
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ク
リ
ュ
ン
メ
ル

４８
未
定

未
定

未
定

�
�
�

７８
５
�
�

１９
７６
�０
６
�０
３
～
２０
１１
�０
８
�０
６
�

ネ
ッ
カ
ー
ヴ
ェ
ス
ト
ハ
イ
ム
１

４９
未
定

未
定

未
定

�
�
�

８９
０
�
�

１９
７９
�０
５
�０
５
～
２０
１１
�０
８
�０
６
�

フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
ベ
ル
グ
１

５０
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１３
４５
�
�

１９
７８
�０
９
�２
９
～
２０
１１
�０
８
�０
６
�

ウ
ン
タ
ー
ヴ
ェ
ー
ザ
ー

５１
２０
１６
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

８８
２
�
�

１９
８１
�１
２
�０
１
～
１９
９０
�０
７
�０
１

カ
オ
ル
ソ

イ
タ
リ
ア

５２
２０
２２
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
０
�
�

１９
６４
�０
６
�０
１
～
１９
８２
�０
３
�０
１

ガ
リ
グ
リ
ア
ー
ノ

５３
２０
３５
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
０
�
�

１９
６４
�０
１
�０
１
～
１９
８７
�１
２
�０
１

ラ
テ
ィ
ー
ナ

５４
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

２７
０
�
�

１９
６５
�０
１
�０
１
～
１９
９０
�０
７
�０
１

ト
リ
ノ
・
ヴ
ェ
ル
チ
ェ
レ
ッ
セ

５５
１９
９６
年
完
了

建
物
解
体
撤
去
、
サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

１３
�
�

１９
６３
�１
０
�２
６
～
１９
７６
�０
３
�１
８

動
力
試
験
炉
（
��
�
�
）

日
本

１１
基

５６
２０
２０
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１６
６
�
�

１９
６６
�０
７
�２
５
～
１９
９８
�０
３
�３
１

東
海
発
電
所

５７
２０
３３
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�
�
�

１６
５
�
�

１９
７９
�０
３
�２
０
～
２０
０３
�０
３
�２
９

「
ふ
げ
ん
」

５８

２０
３６
年

解
体
準
備
中

即
時
解
体

�
�
�

５４
０
�
�

１９
７６
�０
３
�１
７
～
２０
０９
�０
１
�３
０

浜
岡
発
電
所
１
号
機

５９
�
�
�

８４
０
�
�

１９
８７
�１
１
�２
９
～
２０
０９
�０
１
�３
０

浜
岡
発
電
所
２
号
機

６０
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

４６
０
�
�

１９
７０
�１
１
�１
７
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
１
号
機

６１
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

７８
４
�
�

１９
７３
�１
２
�２
４
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
２
号
機

６２
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

７８
４
�
�

１９
７４
�１
０
�２
６
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
３
号
機

６３
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

７８
４
�
�

１９
７８
�０
２
�２
４
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
４
号
機

６４



－　３２　－

廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

未
定

未
定

未
定

�
�
�

７８
４
�
�

１９
７７
�０
９
�２
２
～
２０
１３
�１
２
�１
８

福
島
第
一
５
号
機

日
本

１１
基

６５
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１１
００
�
�

１９
７９
�０
５
�０
４
～
２０
１３
�１
２
�１
８

福
島
第
一
６
号
機

６６
２０
７５
年
頃

廃
止
措
置
計
画
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

９０
�
�

１９
７３
�０
７
�１
６
～
１９
９９
�０
４
�２
２

�
�
－３
５０

カ
ザ
フ
ス
タ
ン

６７

未
定

運
転
停
止

未
定

�
�
�
�

１３
００
�
�

１９
８３
�１
２
�３
１
～
２０
０４
�１
２
�３
１

イ
グ
ナ
リ
ア

－１
リ
ト
ア
ニ
ア

６８
�
�
�
�

１３
００
�
�

１９
８７
�０
８
�２
０
～
２０
０９
�１
２
�３
１

イ
グ
ナ
リ
ナ

－２
６９

２０
４５
年
以
降

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
６９
�０
３
�２
６
～
１９
９７
�０
３
�２
６

ド
ー
テ
バ
ル
ト

オ
ラ
ン
ダ

７０

不
明

安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

１０
８
�
�

１９
６４
�０
４
�２
６
～
１９
８３
�０
１
�０
１

ベ
ロ
ヤ
ル
ス
ク

－１

ロ
シ
ア

７１
�
�
�
�

１６
０
�
�

１９
６９
�１
２
�０
１
～
１９
９０
�０
１
�０
１

ベ
ロ
ヤ
ル
ス
ク

－２
７２

不
明

安
全
貯
蔵
終
了
し
解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

２１
０
�
�

１９
６４
�１
２
�３
１
～
１９
８４
�０
２
�１
６

ノ
ボ
ボ
ロ
ネ
ジ

－１
７３

�
�
�

３６
５
�
�

１９
７０
�０
４
�１
４
～
１９
９０
�０
８
�２
９

ノ
ボ
ボ
ロ
ネ
ジ

－２
７４

不
明

燃
料
撤
去
後
博
物
館
化
さ
れ
た
。

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

６
�
�

１９
５４
�１
２
�０
１
～
２０
０２
�０
４
�２
９

オ
ブ
ニ
ン
ス
ク
�
�
�
－１

７５
２０
３３
年

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

１４
３
�
�

１９
７２
�１
２
�２
５
～
１９
７７
�０
２
�２
２

ボ
フ
ニ
チ
ェ

－�
１

ス
ロ
バ
キ
ア

７６

２０
２５
年

安
全
貯
蔵
準
備
中

即
時
解
体

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８０
�０
４
�０
１
～
２０
０６
�１
２
�３
１

ボ
フ
ニ
チ
ェ

－�
１
－１

７７
�
�
�

４４
０
�
�

１９
８１
�０
１
�０
１
～
２０
０８
�１
２
�３
１

ボ
フ
ニ
チ
ェ

－�
１
－２

７８
２０
２８
年
以
降

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

５０
０
�
�

１９
７２
�０
５
�０
６
～
１９
８９
�１
０
�１
９

バ
ン
デ
ロ
ス

－１
ス
ペ
イ
ン

７９
２０
１６
年

廃
止
措
置
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

１５
０
�
�

１９
６８
�０
７
�１
４
～
２０
０６
�０
４
�３
０

ホ
セ
・
カ
ブ
レ
ラ

－１
８０

未
定

未
定

未
定

�
�
�

４６
６
�
�

１９
７１
�０
３
�０
２
～
２０
１３
�０
７
�３
１

サ
ン
タ
マ
リ
ア
デ
ル
ガ
ロ
ー
ニ
ャ

８１
２０
４０
年
頃

安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

１０
�
�

１９
６４
�０
５
�０
１
～
１９
７４
�０
６
�０
２

オ
ゲ
ス
タ

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

８２

２０
２９
年

安
全
貯
蔵
準
備
（
２０
０７
～
２０
２２
）、

解
体
（
２０
２３
年
～
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６１
５
�
�

１９
７５
�０
７
�０
１
～
１９
９９
�１
１
�３
０

バ
ー
セ
ベ
ッ
ク

－１
８３

�
�
�

６１
５
�
�

１９
７７
�０
３
�２
１
～
２０
０５
�０
５
�３
１

バ
ー
セ
ベ
ッ
ク

－２
８４

１９
９４
年
完
了

解
体
し
サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵
後

�
�
�
�
�

６
�
�

１９
６８
�０
１
�２
９
～
１９
６９
�０
１
�２
１

ル
ー
セ
ン

ス
イ
ス

８５

解
体
、
敷
地
除
染
修
復

（
２０
４６
～
２０
６５
年
）

安
全
貯
蔵
中
（
２０
４５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
７８
�０
５
�２
７
～
１９
９６
�１
１
�３
０

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
リ

－１

ウ
ク
ラ
イ
ナ

８６
�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
７８
�０
５
�２
８
～
１９
９１
�１
０
�１
１

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
リ

－２
８７

�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
８２
�０
８
�２
７
～
２０
００
�１
２
�１
５

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
リ

－３
８８

�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
８４
�０
３
�２
６
～
１９
８６
�０
４
�２
６

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
リ

－４
８９

２０
７４
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
１３
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
６
�
�

１９
６２
�０
６
�１
２
～
１９
８９
�０
３
�３
１

バ
ー
ク
レ
－１

イ
ギ
リ
ス

２９
基

９０
�
�
�

１６
６
�
�

１９
６２
�１
０
�２
０
～
１９
８８
�１
０
�２
６

バ
ー
ク
レ
－�
２

９１
８０
年
間（
２０
９５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
１５
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

１４
６
�
�

１９
６２
�０
７
�０
１
～
２０
０２
�０
３
�３
１

ブ
ラ
ッ
ド
ウ
ェ
ル

－１
９２

�
�
�

１４
６
�
�

１９
６２
�１
１
�１
２
～
２０
０２
�０
３
�３
０

ブ
ラ
ッ
ド
ウ
ェ
ル

－２
９３

８０
年
の
安
全
貯
蔵
期
間

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
２６
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
５６
�１
０
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１
�

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－１
９４

�
�
�

６０
�
�

１９
５７
�０
２
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－２
９５

�
�
�

６０
�
�

１９
５８
�０
５
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－３
９６

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
４
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－４
９７

６５
年
間（
２０
８１
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
１９
９５
年
～
２０
１６
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

１７
３
�
�

１９
６４
�０
２
�０
５
～
１９
９０
�０
３
�３
０

ハ
ン
タ
ー
ス
ト
ン

－�
１

９８
�
�
�

１７
３
�
�

１９
６４
�０
７
�０
１
～
１９
８９
�１
２
�３
１

ハ
ン
タ
ー
ス
ト
ン

－�
２

９９
８０
年
間（
２０
９５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０４
年
～
２０
１４
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２６
７
�
�

１９
６５
�０
３
�３
０
～
２０
００
�０
５
�２
３

ヒ
ン
ク
レ
ー
ポ
イ
ン
ト

－�
１

１０
０

�
�
�

２６
７
�
�

１９
６５
�０
５
�０
５
～
２０
００
�０
５
�２
３

ヒ
ン
ク
レ
ー
ポ
イ
ン
ト

－�
２

１０
１



－　３３　－

廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

２１
０１
年
終
了
予
定

未
定
安
全
貯
蔵
準
備（
２０
１３
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６７
�１
１
�０
７
～
２０
１２
�０
２
�２
９

オ
ー
ル
ド
ベ
リ
ー
　
�
１

イ
ギ
リ
ス

２９
基

１０
２

２１
０１
年
終
了
予
定

未
定
安
全
貯
蔵
準
備（
２０
１３
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２３
０
�
�

�１９
６８
�０
４
�０
６
～
２０
１１
�０
６
�３
０
�

オ
ー
ル
ド
ベ
リ
ー
　
�
２

１０
３

２０
８８
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
１９
９５
年
～
２０
１２
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２３
６
�
�

１９
６５
�０
３
�２
４
～
１９
９１
�０
２
�０
６

ト
ロ
ー
ス
フ
ィ
ニ
ッ
ド

－１
１０
４

�
�
�

２３
６
�
�

１９
６５
�０
３
�２
４
～
１９
９１
�０
２
�０
４

ト
ロ
ー
ス
フ
ィ
ニ
ッ
ド

－２
１０
５

２１
０２
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０９
年
～
２０
１７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２４
５
�
�

１９
６６
�０
３
�２
５
～
２０
０６
�１
２
�３
１

サ
イ
ズ
ウ
ェ
ル

－�
１

１０
６

�
�
�

２４
５
�
�

１９
６６
�０
９
�１
５
～
２０
０６
�１
２
�３
１

サ
イ
ズ
ウ
ェ
ル

－�
２

１０
７

２１
０２
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０９
年
～
２０
１７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６５
�１
０
�２
８
～
２０
０６
�１
２
�３
１

ダ
ン
ジ
ネ
ス

－�
１

１０
８

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６５
�１
２
�３
０
～
２０
０６
�１
２
�３
１

ダ
ン
ジ
ネ
ス

－�
２

１０
９

２１
１６
�年
ま
で
安
全
貯

蔵
後
解
体
、
２１
２８
年
に

サ
イ
ト
解
放
予
定

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
１１
�年
～
２０
１８
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－１
１１
０

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－２
１１
１

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－３
１１
２

１
～
３
号
機
と
同
じ

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
１１
�年
～
２０
１８
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－４
１１
３

２１
０１
年
終
了
予
定

安
全
貯
蔵
準
備
（
２０
１４
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

５５
０
�
�

１９
７１
�６
�２
１
～
２０
１２
�０
４
�２
５

ウ
イ
ル
フ
ァ
ー

－２
１１
４

２０
２４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１４
�
�

１９
６２
�１
０
�０
１
～
１９
７７
�０
３
�０
１

ド
ン
レ
ー
�
�
�

１１
５

２０
２４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

２５
０
�
�

１９
７６
�０
７
�０
１
～
１９
９４
�０
３
�３
１

ド
ン
レ
ー
�
�
�

１１
６

２０
３５
年

解
体
中

解
体
へ
変
更

�
�
�

３６
�
�

１９
６３
�０
２
�０
１
～
１９
８１
�０
４
�０
３

ウ
イ
ン
ズ
ケ
ー
ル
��
�
�
�

１１
７

２０
４２
年
へ
変
更

解
体
中
（
２０
１５
年
完
了
予
定
）

解
体
へ
変
更

�
�
�
�
�

１０
０
�
�

１９
６８
�０
１
�０
１
～
１９
９０
�０
９
�１
１

ウ
イ
ン
フ
リ
ス
��
�
�
�
�

１１
８

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

７１
�
�

１９
６５
�１
１
�０
１
～
１９
９７
�０
８
�２
９

ビ
ッ
グ
ロ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト

ア
メ
リ
カ

３４
基

１１
９

２０
１９
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

２４
�
�

１９
５７
�１
０
�１
９
～
１９
６３
�１
２
�０
９

�
�
�バ
レ
シ
ト
ス

１２
０

不
明

不
明

安
全
貯
蔵

�
�
�

８９
０
�
�

１９
７７
�０
３
�１
３
～
２０
１３
�０
２
�０
５

ク
リ
ス
タ
ル
リ
バ
ー

－３
１２
１

２０
０９
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

１９
�
�

１９
６３
�１
２
�１
８
～
１９
６７
�０
１
�０
１

�
�
�
�

１２
２

２０
３６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
２０
０７
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２０
７
�
�

１９
６０
�０
７
�０
４
～
１９
７８
�１
０
�３
１

ド
レ
ス
デ
ン

－１
１２
３

１９
７４
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

２４
�
�

１９
６４
�０
７
�０
１
～
１９
６８
�０
２
�０
１

エ
ル
ク
リ
バ
ー

１２
４

２０
１２
年
予
定

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６５
�
�

１９
６６
�０
８
�０
５
～
１９
７２
�０
９
�２
２

エ
ン
リ
コ
・
フ
ェ
ル
ミ

－１
１２
５

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

２０
�
�

１９
６５
�０
１
�０
１
～
１９
９４
�０
９
�０
１

�
�
�
－Ⅱ

１２
６

７５
年
間
��
�
後
解
体

��
�
（
繭
化
）
方
式
の
安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

８６
０
�
�

１９
６６
�０
４
�０
１
～
１９
８８
�０
２
�０
１

ハ
ン
フ
ォ
ー
ド
�
原
子
炉

１２
７

１９
９７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�
�

３４
２
�
�

１９
７９
�０
７
�０
１
～
１９
８９
�０
８
�２
９

フ
ォ
ー
ト
・
セ
ン
ト
・
ブ
レ
イ
ン

１２
８

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

６０
３
�
�

１９
６８
�０
１
�０
１
～
１９
９６
�１
２
�０
５

ハ
ダ
ム
ネ
ッ
ク
（
�
・
�
）

１２
９

１９
６９
年
完
了

隔
離
中
（
１０
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

そ
の
他

８４
�
�

１９
６３
�１
１
�０
１
～
１９
６４
�０
９
�０
１

ハ
ー
ラ
ム

１３
０

２０
１５
年
完
了
予
定

解
体
中

安
全
貯
蔵
後

�
�
�

６５
�
�

１９
６３
�０
８
�０
１
～
１９
７６
�０
７
�０
２

フ
ン
ボ
ル
ト
・
ベ
イ

－３
１３
１

２０
２６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
　
～
２０
１３
年

安
全
貯
蔵

�
�
�

２７
７
�
�

１９
６２
�１
０
�０
１
～
１９
７４
�１
０
�３
１

イ
ン
デ
ア
ン
・
ポ
イ
ン
ト

－１
１３
２

２０
２６
年
完
了
予
定

解
体
予
定

安
全
貯
蔵

�
�
�

５３
�
�

１９
６９
�１
１
�０
７
～
１９
８７
�０
４
�３
０

ラ
ク
ロ
ス

１３
３

２０
０５
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

９０
０
�
�

１９
７２
�１
２
�２
８
～
１９
９７
�０
８
�０
１

メ
イ
ン
ヤ
ン
キ
ー

１３
４

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６８
４
�
�

１９
７１
�０
３
�０
１
～
１９
９８
�０
７
�０
１

ミ
ル
ス
ト
ン

－１
１３
５

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�

６６
�
�

１９
６６
�０
７
�０
２
～
１９
６７
�１
０
�０
１

パ
ス
フ
ァ
イ
ン
ダ
ー

１３
６

２０
３４
年
以
降
予
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

４２
�
�

１９
６７
�０
６
�０
１
～
１９
７４
�１
１
�０
１

ピ
ー
チ
ボ
ト
ム

－１
１３
７
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廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

１９
６９
年
完
了

隔
離
中
（
放
射
能
減
衰
に
１２
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

そ
の
他

１２
�
�

１９
６３
�１
１
�０
１
～
１９
６６
�０
１
�０
１

ピ
カ
ー

ア
メ
リ
カ

３４
基

１３
８

１９
７０
年
完
了

隔
離
中
（
放
射
能
減
衰
に
１２
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

�
�
�

１８
�
�

１９
６５
�０
９
�０
１
～
１９
６８
�０
６
�０
１

プ
エ
ル
ト
リ
コ
　
ボ
ー
ナ
ス

１３
９

２０
０９
年
完
了

許
認
可
解
除
（
建
物
残
存
）

即
時
解
体

�
�
�

９１
７
�
�

１９
７５
�０
４
�１
７
～
１９
８９
�０
６
�０
７

ラ
ン
チ
ョ
セ
コ

－１
１４
０

２０
３０
年
完
了
予
定

解
体
完
了（
２
，３
号
機
と
同
時
に
許
可
終
了
）

即
時
解
体

�
�
�

４５
６
�
�

１９
６８
�０
１
�０
１
～
１９
９２
�１
１
�３
０

サ
ン
オ
ノ
フ
レ

－１
１４
１

未
定

未
定

未
定

�
�
�

１１
２７
�
�

１９
８２
�０
９
�２
０
～
２０
１３
�０
６
�１
２

サ
ン
オ
ノ
フ
レ

－２
１４
２

未
定

未
定

未
定

�
�
�

１１
２８
�
�

１９
８３
�０
９
�２
５
～
２０
１３
�０
６
�１
３

サ
ン
オ
ノ
フ
レ

－３
１４
３

１９
８９
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

６０
�
�

１９
５７
�１
２
�０
２
～
１９
８２
�１
０
�０
１

シ
ッ
ピ
ン
グ
ポ
ー
ト

１４
４

１９
９５
年
完
了

解
体
済

即
時
解
体

�
�
�

８８
０
�
�

運
転
開
始
し
な
い
で
閉
鎖

シ
ョ
ー
ハ
ム
�

１４
５

２０
３６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
１
号
機
同
時
解
体
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

９５
９
�
�

１９
７８
�１
２
�３
０
～
１９
７９
�０
３
�２
８

ス
リ
ー
マ
イ
ル
ア
イ
ラ
ン
ド

－２
１４
６

２０
０５
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

１１
５５
�
�

１９
７６
�０
５
�２
０
～
１９
９２
�１
１
�０
９

ト
ロ
ー
ジ
ャ
ン

１４
７

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

１８
０
�
�

１９
６１
�０
７
�０
１
～
１９
９１
�１
０
�０
１

ヤ
ン
キ
ー
ロ
ー

１４
８

２０
２０
年
完
了
予
定

解
体
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

１０
８５
�
�

１９
７３
�１
２
�３
１
～
１９
９８
�０
２
�１
３

ザ
イ
オ
ン
－１

１４
９

�
�
�

１０
８５
�
�

１９
７３
�１
２
�３
１
～
１９
９８
�０
２
�１
３

ザ
イ
オ
ン
－２

１５
０

２０
０５
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�

３
�
�

１９
６７
�０
３
�０
１
～
１９
７２
�０
５
�０
１

サ
ク
ス
ト
ン

１５
１

２０
７３
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
（
�
＆
�
）
準
備

安
全
貯
蔵

�
�
�

５９
５
�
�

１９
７４
�０
６
�１
６
～
２０
１３
�０
５
�０
７

キ
ー
ウ
ォ
ー
ニ
ー

１５
２

未
定

未
定

安
全
貯
蔵

�
�
�

６３
５
�
�

１９
７２
�０
９
�２
０
～
２０
１４
�秋
��
��
�

バ
ー
モ
ン
ド
ヤ
ン
キ
ー

　

�
�
�
�
�
�
�
	


�
�
�

�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
	
�


�
�

�
�
�
�
�
�
�
�

６
号

５
号
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ＲＡＮＤＥＣニュース目次

第��号（����年�月）

���　東日本大震災からの復興に向けて
株式会社竹中工務店　常務執行役員　岡本　達雄

第２５回　報告と講演の会の開催��……………………………………………………………………�１
総　務　部

アンドレ・ガイム氏（ノーベル物理学賞受賞）������を訪問��……………………………�３
総　務　部

�������������	
����

　１．阿蘇リモナイトに関する放射線遮蔽試験�…………………………………………………�４
企　画　部　桑名　克己

　２．熱分解炉を用いた廃棄物減容試験
　　　－セシウム閉じ込め－�………………………………………………………………………�７

企　画　部　梶谷　幹男
　３．英国のサイト解放に係る安全規制及び原子力施設の実例調査�…………………………�１０

東海事務所　榎戸　裕二、三田　敏男
宮坂　靖彦、福村　信男

�������	
���

　関電プラント株式会社の廃止措置に関する取組みについて�…………………………………�１１
関電プラント株式会社　原子力事業本部　石谷　卓己

������

　１．バーモントヤンキー発電所の閉鎖�…………………………………………………………�１３
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　前報告から平成２５年１２月末までの外部機関委員会等への参加者は以下の通りである。

開催日時参加者氏名委員会等の名称外部機関名

１１月１９日榎戸　裕二
「低レベル廃棄物の処理処分の
あり方」検討会

日本原子力学会

１１月２１日澁谷　　進
平成２５年度放射性物質汚染廃棄
物の処理に関する講習会

日本産業廃棄物処理振興センター

１１月２２日澁谷　　進平成２５年度第６回研究会原子力デコミッショニング研究会

１２月２日泉田　龍男廃棄確認技術検討委員会原子力安全基盤機構

１２月２０日澁谷　　進平成２５年度第７回研究会原子力デコミッショニング研究会

委員会等参加報告



　もうすぐ東日本大震災から３年になる。地
震の被害を受ける国は世界に沢山あるが被害
後の対応は様々である。日本では、地震被害
の原因を究明し，復興に際しては過去と同様
の被害が起こらないように工夫して復興を行
う。我々は、これを当たり前のように思う
が、他国の地震被害後の復興を見ているとそ
うでもないのである。地震被害を繰り返さな
いように工夫する復興の大義は国民の願いで
あり、そのための負担を厭わない日本という
国はむしろ例外である。
　その日本で、２０１３年３月１１日の地震によっ
て東京電力福島第一原子力発電所が津波の被
害を受け、その被害は甚大であり広い範囲に
大きな影響を与えた。被害を受けた発電所を
廃炉にして敷地を安全な建設前の姿に戻す長
い道のりの他、放射性物質を含んだ排気に
よって汚染された土地建物の除染等過去に経
験のない復興の仕事が始まっている。戦後６０

年近くをかけて進めてきた原子力の平和利用
の象徴である原子力発電推進の国家方針が厳
しい試練に立たされている。
　しかし、この地震台風洪水等、常に厳しい
自然の力に対峙して被害を受けてもそれを克
服して新しい再生を行ってきた我が国の先立
ちの志を忘れてはならない。今回の災害を通
して、世界一安全な原子力発電所を作り最も
安全で効率的な核燃料サイクルを実現し、長
い時間をかけても完全な廃炉を実現する義務
と責任のみならず、勇気を持つべきである
と、過酷な自然は、我々を励ましてくれてい
ると考えることもできる。
　現在、日本はまだまだ成長できるんだとい
う成長戦略に自信を取り戻しつつある時期に
ある。過去の否定より自然の脅威を克服して
いく日本の活力と未来を信じて、世界に類を
見ない安全で効率的な原子力発電の構築に全
力を挙げて取り組みたいものである。
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